
「あいち医師・歯科医師九条の会」第16 回憲法のつどい 

テーマ：どうなる憲法、どうする憲法 

～参院選挙後の情勢と憲法をめぐる課題～ 

 

●講 師 

平井宏和氏 
（愛知県弁護士会副会長） 

 

 

田巻紘子氏 
（同 憲法問題委員会委員） 

●と き １０月５日（土）午後３時～５時 

●ところ 愛知県保険医協会伏見会議室 

（名古屋市中区錦 1 丁目 13-26、名古屋伏見スクエアビル 9 階 

／TEL 052-223-0415） 

●参加費 医師・歯科医師１，０００円、一般市民５００円 

◎テーマ趣旨：参議院選挙が終わり、改憲をめぐる情勢は予断を

許しません。安倍首相の「国民投票法を整備し、その上で９６

条を（改正）できればという考えだ」（７月２２日会見、「毎

日」）という発言に見られるように、念願の改憲にあくまで固

執する姿勢を示したことは重要です。９６条改正に反対の総会

決議を採択した県弁護士会の２人の弁護士を迎えて、参議院選

挙後の情勢と私たちの課題を学びます。 

 総
選
挙
、
そ
し
て
参
院
選
挙 

国
民
と
の
「
ね
じ
れ
」
は
解
消
せ
ず 

昨
年
末
の
総
選
挙
の
結
果
は
、
二
一
世
紀
日
本
の
第
三
の
転
換
の
起
点
を

も
た
ら
し
た
。
す
な
わ
ち
、
「
財
界
と
政
権
の
ネ
ジ
レ
」
を
是
正
し
よ
う
と

し
た
小
泉
構
造
改
革
（
第
一
の
転
換
）
と
、
「
民
意
と
政
権
の
ネ
ジ
レ
」
を

是
正
し
よ
う
と
し
た
自
民
か
ら
民
主
へ
の
政
権
交
代
（
第
二
の
転
換
）
で
あ

り
、
野
田
政
権
の
も
と
で
の
第
二
の
転
換
の
終
焉
を
受
け
て
の
総
選
挙
だ
っ

た
。
そ
の
結
果
は
改
憲
型
新
自
由
主
義
派
圧
勝
を
も
た
ら
し
、
そ
れ
を
導
い

た
維
新
の
会
な
ど
の
「
第
三
極
」
も
生
ま
れ
、
第
二
次
安
倍
政
権
誕
生
に
よ

る
第
三
の
転
換
点
が
生
ま
れ
た
。 

今
夏
参
院
選
挙
で
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
や
「
ね
じ
れ
解
消
」
を
掲
げ
た
自

公
与
党
が
安
定
過
半
数
を
獲
得
。
一
方
、
民
主
党
は
社
会
保
障
・
消
費
税
増

税
一
体
改
革
な
ど
で
の
自
民
と
同
一
路
線
化
が
国
民
か
ら
支
持
さ
れ
ず
大

敗
、
「
第
三
極
」
も
自
公
政
権
に
替
わ
り
う
る
政
策
の
支
持
を
得
ら
れ
ず
伸

び
悩
み
、
対
抗
軸
が
明
確
に
打
ち
出
せ
た
共
産
党
が
躍
進
す
る
形
と
な
っ
た
。 

「
ね
じ
れ
解
消
」
は
果
た
さ
れ
た
か
に
見
え
る
が
「
政
権
と
民
意
の
ね
じ

れ
」
は
深
刻
な
ま
ま
で
あ
る
。
「
朝
日
新
聞
」
（
七
月
二
十
四
日
、
世
論
調

査
）
で
は
、
消
費
税
引
き
上
げ
に
「
反
対
」
五
八
％
（
「
賛
成
」
三
〇
％
）
、

原
発
再
稼
働
に
「
反
対
」
五
二
％
（
「
賛
成
」
三
三
％
）
を
は
じ
め
、
Ｔ
Ｐ

Ｐ
、
オ
ス
プ
レ
イ
等
に
対
す
る
脱
新
自
由
主
義
的
民
意
は
依
然
根
強
く
、
深

化
し
て
い
る
。 

 

戦
後
最
大
の
憲
法
危
機 

明
文
・
解
釈
・立
法
の
改
憲
の
う
ご
き
が 

憲
法
を
め
ぐ
っ
て
は
ど
う
か
。
総
選
挙
の
結
果
、
衆
院
で
は
自
民
・
維
新
・

み
ん
な
の
各
党
が
改
憲
発
議
に
必
要
な
三
分
の
二
を
は
る
か
に
超
え
る
勢

力
に
な
っ
た
。 

今
夏
七
月
の
参
院
選
挙
で
は
、
改
憲
政
党
の
自
民
・
み
ん
な
・
維
新
の
占

有
率
は
五
九
％
と
、
改
憲
発
議
要
件
の
三
分
の
二
に
至
ら
な
か
っ
た
。 

し
か
し
、
「
朝
日
新
聞
」
の
参
院
議
員
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
（
七
月
二
十
三

日
）
で
は
、
七
五
％
が
改
憲
に
「
賛
成
」
（
「
毎
日
新
聞
」
も
同
じ
く
七
四
％
）

と
い
う
報
道
も
あ
り
、
改
憲
を
め
ぐ
っ
て
、
戦
後
最
大
の
憲
法
危
機
に
直
面

す
る
事
態
が
生
ま
れ
て
お
り
、
予
断
を
許
さ
な
い
。 

改
憲
に
つ
い
て
は
、
明
文
・
解
釈
・
立
法
の
各
側
面
か
ら
の
動
き
を
見
て

お
く
必
要
が
あ
る
。 

明
文
改
憲 

自
民
党
は
昨
年
四
月
に
憲
法
改
正
草
案
を
作
成
、
海
外
派
兵
や
治
安
出
動

を
行
う
「
国
防
軍
」
創
設
を
明
記
し
た
。
自
衛
隊
を
「
軍
」
と
す
る
の
は
単

な
る
名
称
変
更
で
は
な
く
、
軍
の
規
律
を
維
持
す
る
「
審
判
所
（
軍
法
会
議
）
」

を
伴
う
。
現
行
憲
法
が
禁
じ
て
い
る
特
別
裁
判
所
の
こ
と
で
あ
り
、
基
本
的

人
権
に
つ
い
て
「
公
益
及
び
公
の
秩
序
」
の
範
囲
内
で
し
か
認
め
な
い
条
文

を
盛
り
込
ん
で
い
る
こ
と
と
合
わ
せ
て
、
日
本
国
憲
法
が
規
定
す
る
徹
底
し

た
人
権
保
障
を
制
限
し
捨
て
去
る
危
険
な
内
容
と
な
っ
て
い
る
。 

解
釈
改
憲 

第
一
は
、
「
防
衛
計
画
大
綱
」
で
あ
る
。
今
年
度
中
の
再
改
定
を
め
ざ
す

と
し
て
お
り
、
対
中
国
・
北
朝
鮮
の
防
衛
力
構
築
と
し
て
、
海
兵
隊
創
設
や

敵
基
地
攻
撃
能
力
保
有
、
日
米
防
衛
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
見
直
し
な
ど
を
内
容
と

し
て
い
る
。 

第
二
は
、
「
安
全
保
障
の
法
的
基
盤
の
再
構
築
に
関
す
る
懇
談
会
」
で
あ

る
。
年
内
に
も
集
団
的
自
衛
権
行
使
や
軍
事
行
動
を
含
む
国
連
の
集
団
的
安

全
保
障
へ
の
参
加
容
認
の
提
言
を
行
う
と
み
ら
れ
る
。 

（
裏
面
へ
続
く
）

「
あ
い
ち
医
師
・歯
科
医
師
九
条
の
会
」 
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第
三
は
、
内
閣
法
制
局
長
官
人
事
で
あ
る
。
政
府
の
憲
法
解
釈
を
担
う
役
割
を
持

つ
が
、
新
た
に
長
官
に
就
任
し
た
小
松
一
郎
氏
は
、
第
一
次
安
倍
内
閣
の
安
保
法
制

懇
で
集
団
的
自
衛
権
行
使
容
認
の
立
場
で
携
わ
っ
た
人
物
で
あ
り
、
「
九
条
骨
抜
き

／
動
き
加
速
」
（
中
日
新
聞
、
八
月
九
日
）
と
な
る
重
大
事
態
で
あ
る
。 

立
法
改
憲 

自
民
党
が
準
備
し
て
い
る
「
国
家
安
全
保
障
基
本
法
案
」
（
二
〇
一
二
年
七
月
、

総
務
会
決
定
）
は
、
自
衛
隊
保
有
の
明
記
を
は
じ
め
集
団
的
自
衛
権
行
使
容
認
や
国

連
安
保
理
決
議
等
に
基
づ
く
軍
事
行
動
へ
の
参
加
を
合
法
化
す
る
内
容
と
な
っ
て

お
り
、
法
律
に
よ
る
憲
法
九
条
の
機
能
停
止
を
意
味
す
る
。
同
法
案
で
は
秘
密
保
護

や
治
安
維
持
の
条
文
も
用
意
さ
れ
、
十
月
か
ら
の
臨
時
国
会
に
提
出
と
い
わ
れ
る

「
秘
密
保
全
法
」
と
あ
わ
せ
て
、
現
行
憲
法
の
人
権
保
障
規
定
が
脅
か
さ
れ
て
い
る
。 

 九
条
守
る
運
動
を
さ
ら
に
広
げ
よ
う 

憲
法
問
題
で
も
国
民
と
安
倍
政
権
の
ね
じ
れ
は
根
深
い
。
世
論
調
査
で
は
、
「
憲

法
は
変
え
た
方
が
よ
い
」
な
ど
の
一
般
的
な
設
問
に
対
し
て
は
憲
法
改
正
を
容
認
す

る
割
合
が
多
い
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
具
体
的
に
現
行
憲
法
を
変
え
る
項
目
に
な
る

と
、
国
防
軍
に
「
反
対
」
六
二
％
、
集
団
的
自
衛
権
は
「
行
使
で
き
な
い
立
場
を
維

持
」
五
六
％
、
九
六
条
改
憲
に
「
反
対
」
五
四
％
（
「
朝
日
」
、
五
月
二
日
）
、
九

六
条
改
憲
に
「
反
対
」
五
四
・
五
％
（
「
中
日
」
六
月
四
日
）
な
ど
の
数
値
が
出
て

い
て
国
民
の
意
識
の
健
全
性
を
示
し
て
い
る
。 

第
一
次
安
倍
内
閣
が
改
憲
に
乗
り
出
し
た
と
き
、
九
条
改
憲
を
阻
止
し
よ
う
と

「
九
条
の
会
」
が
全
国
に
広
が
っ
た
。
現
在
、
そ
の
輪
は
七
千
五
百
の
「
会
」
を
数

え
る
に
至
っ
て
い
る
。
「
あ
い
ち
医
師
・
歯
科
医
師
九
条
の
会
」
と
し
て
こ
の
輪
に

加
わ
っ
て
い
る
私
た
ち
は
、
い
っ
そ
う
の
草
の
根
の
運
動
を
継
続
・
強
化
し
て
行
く

方
針
で
あ
る
。 

十
月
五
日
の
憲
法
の
つ
ど
い
で
は
、
県
弁
護
士
会
と
し
て
改
憲
発
議
要
件
の
九
六

条
改
正
に
反
対
決
議
を
採
択
し
た
愛
知
県
弁
護
士
会
の
平
井
副
会
長
と
田
巻
弁
護

士
を
迎
え
て
、
改
憲
を
め
ぐ
る
最
新
の
動
き
を
聞
く
。
ぜ
ひ
ご
参
加
い
た
だ
き
た
い
。 
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※
自
民
党
憲
法
改
正
草
案
に
つ
い
て
は
、
本
号
同
封
資
料
（
愛
知
保
険
医
新
聞
掲
載
記

事
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。 

※
本
稿
は
、
本
年
二
月
十
六
日
の
「
あ
い
ち
医
師
・
歯
科
医
師
九
条
の
会
」
の
憲
法
の

つ
ど
い
で
の
二
宮
厚
美
氏
（
神
戸
大
学
名
誉
教
授
）
の
講
演
「
ど
う
す
る
憲
法
、
ど

う
な
る
憲
法
～
二
五
条
か
ら
憲
法
の
今
を
考
え
る
」
と
、
八
月
十
日
の
「
あ
い
ち
九

条
の
会
」
学
習
・
交
流
集
会
で
の
本
秀
紀
氏
（
名
古
屋
大
学
教
授
、
あ
い
ち
九
条
の

会
事
務
局
次
長
）
の
講
演
「
憲
法
九
条
運
動
の
課
題
～
参
院
選
の
結
果
を
踏
ま
え
て

～
」
の
内
容
を
も
と
に
構
成
し
ま
し
た
。 

中国・韓国との領土問題など、東アジ

アの緊張が高まっています。さらに、安倍

政権は日本によるアジア諸国への侵略

戦争を認めず、「従軍慰安婦」問題では

国際的な批判を浴び、孤立を深めていま

す。 

しかし、安倍政権は対話による問題解

決ではなく、解釈改憲による集団的自衛

権の行使容認などを通じ、武力で対抗し

ようとしています。その焦点が憲法九条

です。 

しかし、憲法九条を変えるために 

96 条の改定を進めようとしましたが、国民の批判の高まりのもと後退を余儀な

くさせています。平和の礎となってきた憲法を変えようとする動きが続いていま

す。 

今年の「１１・３県民のつどい」では、姜尚中（聖学院大学教授）さんを迎え、

「東アジアの平和と憲法九条」と題して講演いただきます。また、若者たちによ

る企画も準備しています。若者がつくる素敵なつどいとして成功させたいと考

えています。ぜひ、お誘いあわせてご参加ください。 





 

「主権回復の日」式典に抗議する 

2013 年 4 月 27 日 

愛知県保険医協会理事会 

１９５２年４月２８日発効のサンフランシスコ講和条約に関し、

首相は、国会で「条約が発効し、わが国は主権を完全に回復した」

と評価して、政府による式典開催に至った。 

同条約は、日本が戦争をしていたすべての国との平和条約となら

ず、アメリカを中心とした一部の国とだけ締結したことをはじ

め、沖縄や奄美、小笠原を米軍統治下に置いたこと、千島列島を

放棄したこと、完全な秘密交渉で締結され国会や国民の合意のな

いものであることなど、多くの問題を有している。 

そして、このことは、同時に締結された日米安保条約や 60 年安

保条約の際に結ばれた日米地位協定によって、日本にとっては米

軍基地の固定化をはじめ軍事・経済に渡って占領下の極めて不平

等な事態を今日まで継続させている。 

今回の式典に際し、沖縄県知事は「主権回復どころか、米軍の施

政下に放り込まれてえらい苦労をさせられた」と不快感を示し、

同県議会は抗議決議を全会一致で可決、政府式典と同時刻に抗議

大会も開くという。 

米軍統治下で多くの民有地が強制的に収用され、日本の陸地面積

の１％以下しかないところに在日米軍基地の７０％以上が今な

お集中する沖縄県民が、「屈辱の日」と呼ぶのは当然である。 

首相は国会で「憲法も教育基本法も、主権を失っている期間にで

きた」と述べ、現憲法はＧＨＱの押しつけだと主張している。今

回の式典を求めた自民党議員連盟の設立趣意書は、同党がめざす

改憲と国防軍創設を促す内容となっている。 

私たちは、人命を守る医師の立場から、また、憲法の理念を体し

て平和を脅かす動きに反対する医師の社会的責任を自覚する立

場から、政府による「主権回復の日」式典開催に抗議する。 

橋下徹 大阪市長・日本維新の会共同代表の 

「慰安婦は必要」発言に抗議する 

2013 年５月 17 日 

愛知県保険医協会理事会 

５月 13 日、橋下氏は旧日本軍慰安婦制度が「慰安婦制度は当時

としては必要であった」、米軍に対し「風俗業の活用を」と発言

した。 

これらの発言は、慰安婦制度の被害者の人格の尊厳を無視した重

大な人権問題である。また女性全体を冒涜し、男性の品位も貶め

る発言でもある。 

橋下氏はこれまでも慰安婦制度に関して「強制連行のような事実

はなかった」との発言を重ねているが、強制連行の有無が問題な

のではなく、軍によって組織的に慰安婦制度が管理運営され、女

性が性奴隷とされてきたこと自体が問題である。 

また、橋下氏は同日、安倍首相の「侵略の定義が定まっていない」

という発言を擁護する発言も行っている。このことは、安倍政権

が「植民地支配と侵略」を謝罪した「村山談話」や、慰安婦問題

の強制性と政府の関与を認めた「河野談話」を否定する動きをみ

せていることと軌を一にするものである。 

最近の安倍政権の憲法改定に踏み込む動きをはじめ、靖国神社参

拝、他国の脅しには屈しないなどの発言が相次いでいる中での今

回の橋下氏の発言は、韓国の朴大統領が「過去の歴史を正しく認

識しないものに未来はない」（５月８日オバマ大統領との会談）、

「日本は鏡を見て責任ある歴史認識を持つべきだ」（ワシントン

ポストとのインタビュー）との発言で、日本の歴史認識の変質を

批判したことにみるように、日韓・日中など、世界諸国との外交

関係を悪化させるばかりでなく、侵略戦争への反省の上に築かれ

てきた世界の中で日本を孤立させることになりかねない。 

愛知県保険医協会理事会は、人命を守る医師・歯科医師の立場か

ら、また、平和を脅かす動きに反対する医師の社会的責任を自覚

する立場から、橋下氏の発言に厳重に抗議するとともに、発言の

撤回と謝罪、公職からの辞職を求める。 

ナチス肯定発言の麻生副総理の辞職を要求し、 

改憲・歴史認識逆行の政権関係者の言動に抗議する 
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愛知県保険医協会理事会 

麻生太郎副総理・財務相は、憲法改正に絡み、ナチスドイツを

引き合いに「あの手口を学んだらどうか」と発言した（７月２９

日、国家基本問題研究所月例研究会）。麻生氏はナチスを例示し

たことは撤回したが、かつて外相、首相を経験し、現在、副総理

の地位にある者として、また政治家として発言した事実は消えな

い。麻生氏と、同氏を副総理・閣僚に任命した安倍首相の責任は

極めて重大である。私たちは、麻生氏の閣僚および国会議員の辞

職を求める。 

麻生氏は「ドイツのワイマール憲法もいつの間にかナチス憲法

に変わっていた。誰も気がつかなかった。あの手口に学んだらど

うかね」と述べている。しかし、この発言はナチスが自らに反対

する政党を弾圧し、全権委任法によってワイマール憲法を事実上

停止して国民の自由な言論を封じ込めた事実をねじ曲げており、

民主主義を破壊し独裁を築いたナチスを称賛しているとしか受

け取られない内容である。 

麻生氏自身「ドイツでは昔、ナチスに一度やらせてみようとい

う話になった」（2008 年 8 月、民主党の審議拒否を批判し江田参

院議長に対して発言）と、政党をナチス呼ばわりしたことや、「（日

本は）一国家、一文明、一言語、一文化、一民族」とも発言（2005

年九州国立博物館開館記念式典での祝辞。ナチスの「一つの民族、

一つの帝国、一人の総統」のスローガンと酷似）したことなど、

ナチス賛美と受け取られる発言を繰り返している。 

また、このような発言の背景に、「『侵略』の定義はない」と

述べ、日本の植民地支配と侵略を反省した「村山談話」を見直す

と表明した安倍首相や、靖国神社への参拝を行った麻生副総理を

はじめとした閣僚、侵略戦争自体を否定した自民党政調会長な

ど、安倍内閣の改憲・歴史認識逆行の姿勢があることも看過でき

ない。自民党の改憲案で、国会の改憲発議要件を「３分の２」以

上の賛成から「過半数」に引き下げ、政権に都合のよい憲法に変

えようとしていることは、ナチスの「全権委任法」に通じる発想

であり、集団的自衛権容認の内閣法制局長官人事や専守防衛の転

換を盛り込んだ防衛大綱見直しも、ナチスが独裁体制を敷いてい

った手口を想起させる。 

私たちは、人命を守る医師の立場から、また、憲法の理念を体

して平和を脅かす動きに反対する医師の社会的責任を自覚する

立場から、政府による改憲や歴史認識逆行の言動にも厳しく抗議

する。 

平和・民主主義に関する愛知県保険医協会の声明関係紹介 
愛知県保険医協会理事会は、安倍内閣の「主権回復の日式典」や橋下大阪市長の「慰安婦」発言、麻生副総理のナチス肯定発言」に、

それぞれ抗議の声明を発表しました。 


